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abstract 
 

 This study determined differences in sleep habits of fifth through ninth graders by taking into account the school 

management level to which the children belonged to. A group of 21 researchers from 15 research institutes administered 

a questionnaire survey to 21,491 fifth to ninth graders, who were attending 76 schools from all regions of Japan. Among 

the questionnaire respondents, a total of 6,556 fifth to ninth graders (3,245 boys and 3,311 girls) attending municipal 

or national schools located in medium-sized cities and with no deficiencies in the questionnaire items were included in 

the analysis. Basic details (such as sex), information on sleep habits (such as waking time, bedtime, sleeping hours on 

weekdays and holidays, sleep debt, and daytime sleepiness), screen time, and moderate-to-vigorous physical activity 

was collected via the questionnaire. Children attending national schools had poorer sleep habits for both school type, 

and the differences were particularly prominent on weekdays. Furthermore, children attending national schools were 
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more likely to exhibit daytime sleepiness. It was also suggested that children attending municipal schools had delayed 

sleep phase due to long screen time, while children attending national schools had advanced sleep phase due to short 

screen time, particularly on holidays. In the future, random sampling and longitudinal studies in schools from cities 

other than medium-sized are required. 
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Ⅰ 緒言 

健康増進の為に，適切な休養は非常に大切である．特に睡眠は，疲労を取り除き活力を蓄えるために欠

かせない．これまでに小児の睡眠不足は，肥満や抑うつとの関連が認められている他（Ojio et al., 2016；Li 

et al., 2017），睡眠習慣と深く関わる授業中の居眠りや日中の眠気が学業成績や情緒的安定性と関連するこ

とも明らかになっている（服部ほか，2010；Rhie et al., 2011；國方・井上，2012）． 

経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）は，世界で主要な 33

か国の 15 歳から 64 歳（オーストラリアのみ 15 歳以上，中国のみ 15 歳から 74 歳）の睡眠時間を比較し，

日本人は 442 分と最も短時間であることを報告している．その傾向は小児においても同様で，福田（2003）

によると日本の思春期小児の睡眠時間はアメリカの小児よりも 30 分以上，ヨーロッパの小児よりも 1 時間

30 分以上短い．また，レビューによって，日本を含むアジアの思春期小児は北米やヨーロッパの思春期小

児に比べて就寝時刻が遅く，日中の眠気が強いことが報告されている（Gradisar et al., 2011）．このような現

状より，日本の思春期小児における睡眠習慣の改善は急務である． 

ヒトの健康は社会経済的地位の影響を受けることがよく知られている．睡眠も例外ではなく，社会経済

的地位が客観的な睡眠習慣に及ぼす影響についての研究をまとめたメタアナリシスによると，社会経済的

地位が低いほど睡眠時間が短く，睡眠潜時が長く，中途覚醒回数が多い（Etindele Sosso et al., 2021）．日本

でも Kakamu et al.（2021）は健康診断への参加者を対象とし，警備員や農林業のようなブルーカラーの職

業への従事者が他の職種よりも睡眠時間が短いことを明らかにしている．また，睡眠の質に関しても，日

本の職域集団を対象とし，職位が高い男性は主観的睡眠感や睡眠効率などといった主観的な睡眠指標が良

好であることが報告されている（Sekine et al., 2006）．一方，思春期小児を対象とした研究は散見される程

度である．また，わずかにみられる研究の中では，韓国の中高生を対象として親の学位や世帯収入といっ

た社会経済的地位と睡眠時間との負の関連を示した Kim et al.（2020）の研究や，カナダの 12 歳から 16 歳

を対象として，主観的な社会経済的地位と親の報告する睡眠時間との負の関連を明らかにした Jarrin et al.

（2014）の研究のように，睡眠時間について成人の先行研究と異なった結果も多く見受けられる（Zhang et 

al., 2010；Jarrin et al., 2014；Bapat et al., 2017；Kim et al., 2020）．以上のように，各世代において社会経済的

地位と睡眠時間の関連は一様ではないことから，様々なケースについて考察する必要がある． 

日本の小児において，社会経済的地位が反映される指標の 1 つが公立学校，国立学校，私立学校のいず

れに所在するかである．文部科学省の「平成 30 年度子供の学習費調査」（2019）によると，私立学校は公

立学校に比べて 1 人当たりの学習費が小学生では 5.0 倍，中学生では 2.9 倍高かった．国立学校も，私立学

校と比較して厳密には学費や教育理念等の違いはあるが，一般の公立学校にはない入学試験があり，通塾

費や家庭内の教育関与の必要性などにより，親の出身階層が比較的均質である場合が多いことが述べられ

ている（森，2017）．また，2000 年のデータではあるが，首都圏における国立・私立小学校へ入学志望の家

庭の社会階層を比較した検討では，国立学校志望の家庭と私立学校志望の家庭との間に父母の学歴や父親

の職業威信の有意差が見られなかったこと，国立小学校志望の家庭であっても平均世帯年収が 1,000 万円

を超えることが示されている（小針，2004）．片岡（2009）は国立学校，私立学校に関わらず小中学校への

受験率が親の学歴や世帯収入，職業階層を背景とした階層現象であることを明らかにしている．したがっ
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て，国立や私立の学校に通う小児と公立学校に通う小児では睡眠習慣も異なっていることが予想される．

これまでにも公立，国立，私立学校の小学 5 年生，中学 2 年生の睡眠時間を調査している「令和元年度全

国体力・運動能力，運動習慣等調査」（スポーツ庁，2019a；スポーツ庁，2019b）では，統計学的な検討は

なされていないものの公立学校に通う小児の睡眠時間が国立学校や私立学校に通う小児よりも長い傾向に

あることが報告されている．地方都市の公立小学校児童と指定都市の私立小学校児童との心身の特性や日

常の活動状況の実態を比較した長野ほか（2015）の研究でも，肥満や体力，スクリーンタイム，外遊び，通

学，塾・文化系教室，抑うつ・不安症状のような各種心理的ストレス項目での有意差と同時に，地方都市の

公立学校の児童の方が指定都市の私立学校よりも長い睡眠時間を確保していたことが示されている． 

しかしながら以上の先行研究では，日本全国での全数調査での比較（スポーツ庁，2019a；スポーツ庁，

2019b）や，地域の規模が異なる学校同士の比較（長野ほか，2015）にとどまっていた．そのため睡眠習慣

の差異が，通う学校の運営母体の違いによって生じた差であったのか，そもそも学校が所在する都市規模

の違いによって生じた差であったのかが明白にされていない．また，起床時刻と就寝時刻のどちらが異な

るのか，平日，休日のどちらが異なるのか，それによって睡眠負債や日中の眠気は生じているのかなど，

詳細な睡眠習慣の違いに関しても不明である．したがって本研究の目的は，同都市規模間で運営母体の異

なる学校に所在する小児の睡眠習慣の差異を明らかにするとともに，適切な睡眠習慣に関する基礎的な知

見を得ることとした．本研究は，発育発達にかかわる研究者や学校現場が運営母体の違いに応じて睡眠習

慣に対する適切なアプローチを講じる上で貴重な知見となるであろう． 

Ⅱ 方法 

１．対象者（図 1） 

北海道から沖縄まで日本全国の思

春期小児を対象に身体活動や生活習

慣と睡眠に関する調査を行うために，

2017 年から 2019 年にかけて日本各地

15 研究機関，21 名の研究者によって，

日本の全地方を網羅する小学 5 年生

から高校 3 年生 21,491 名の質問紙が

回収された．本研究では同都市間での

比較を行うため回収された質問紙の

うち，総務省「家計調査」で中都市の

人口規模に当たる人口 15 万人以上

100 万人未満の市に位置する公立小学

校 4 校，国立小学校 6 校，公立中学校

7 校，国立中学校 7 校に在学する小児

で，質問紙調査項目に欠損がなかった

6,556 名を分析対象とした．本研究に

おいて，私立小中学校は調査対象校に含まれていなかった．分析対象者のうち公立小学校の小児は 859 名

（男子 436 名，女子 423 名），国立小学校の小児は 656 名（男子 311 名，女子 345 名），公立中学校の小児

は 2,330 名（男子 1,158 名，女子 1,172 名），国立中学校の小児は 2,711 名（男子 1,340 名，女子 1,371 名）

であった． 

 

２．調査項目・分類方法 

平日，休日それぞれの就寝時刻，起床時刻，および睡眠時間を質問紙で調査した．更に，先行研究（大
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曽・山下，2019）を参考に，休日の睡眠時

間から平日の睡眠時間を引いた時間を睡眠

負債の指標とした．加えて，日中の眠気を

調査するために，子どもの日中眠気尺度

（ the Japanese version of Pediatric Daytime 

Sleepiness Scale：PDSS-J）（Komada et al., 

2016）を用い，17 点以下を眠気なし，18 点

以上を眠気ありとした． 

一方，身体活動時間やスクリーンタイム

は小児の睡眠に関連することが過去のレビ

ューやメタアナリシスにより明らかにされ

ており（Hale and Guan, 2015；Lang et al., 

2016； Janssen et al., 2020），それらの項目

についても調査を行った．身体活動時間は

IPAQ-JEA（大島ほか，2017）を使用し，1 週

間の中高強度身体活動（moderate to vigorous 

physical activity：MVPA）時間を算出し，算

出された値を 7 で除することによって 1 日

当たりの平均 MVPA 時間を算出した．また，

1 日当たりのテレビの視聴時間，ゲームの

実施時間，携帯電話の使用時間を質問紙で

調査し，その和をスクリーンタイムとみな

した． 

 

３．分析方法 

学校種によって，睡眠習慣が異なること

は既に先行研究で明らかにされている

（Takemura et al., 2002；Gau and Merikangas, 

2004）．したがって本研究では，学校種で分

け，全ての統計解析を行った．まず，対応

のない t 検定を使用して公立学校に通う小

児と国立学校に通う小児との MVPA 時間，

スクリーンタイム，平日・休日の就寝時刻，

起床時刻，睡眠時間，および睡眠負債の群

間差を検討した．その後，MVPA 時間，ス

クリーンタイム，平日・休日の就寝時刻，

起床時刻，睡眠時間，および睡眠負債を従

属変数，通学する学校の運営母体を独立変

数，さらに各種共変量を調整した共分散分

析を実施した．日中の眠気に関しても，カ

イ二乗検定で学校の運営母体間の割合の差

を検討したのち，共変量を投入したロジス

ティック回帰分析を行った．共分散分析や
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ロジスティック回帰分析は 3 つのモデ

ルに分け，Model 1 は学年と性別を，

Model 2 は学年と性別に加えて MVPA

時間を，Model 3 は学年と性別に加え

てスクリーンタイムを共変量に投入し

た．統計ソフトには IBM SPSS Statistics 

28（日本 IBM 社製，東京）を用い，統

計学的有意水準はすべての解析におい

て 5%未満とした． 

 

４．倫理的配慮 

質問紙調査にあたって，対象者が通

う学校長に対して事前に研究の目的と

方法，利益とリスク，個人情報の保護

などについて書面による説明を行った．

また，対象者に対しては匿名性が保た

れること，回答は学校内での成績に一

切関係しないことを書面にて説明し，

質問紙への回答をもって同意したもの

とした．なお，本研究を実施する上で，

同志社大学「人を対象とする研究」に

関する倫理審査委員会の承認を受けた

（承認番号：17095）． 

Ⅲ 結果 

学校種別で，学校の運営母体間での

MVPA 時間，スクリーンタイム，日中

の眠気以外の睡眠習慣の差異を検討し

た結果を示した（表 1，2）．対応のない

t 検定の結果，小学生においては，公立

学校の小児の方が国立学校の小児より

も有意にスクリーンタイムが長く，平

日・休日の就寝時刻が早く，平日の起

床時刻が遅く，平日・休日の睡眠時間

が長く，睡眠負債が少なかった．中学

生においては，公立学校の小児の方が

国立学校の小児よりも有意にMVPA時

間とスクリーンタイムが長く，平日の

就寝時刻が早く，平日・休日の起床時

刻が遅く，平日・休日の睡眠時間が長

く，睡眠負債が少なかった．また，学

年と性別を考慮した Model 1，学年と

性別に加え MVPA 時間を考慮したM
V
P
A
時

間
（

分
/
日

）
74
.
4
(7
3
.1
)

5
7.
8
(
58
.
0)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

ス
ク

リ
ー

ン
タ

イ
ム

（
分

/
日

）
3
43
.
6
(2
5
3.
8
)

2
0
4.
9
(
17
7
.0
)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

平
日

就
寝

時
刻

2
3:
1
3
(1
:
07
)

2
3
:2
5
(
1:
0
4)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

<
0.
0
0
1
**
*

<0
.
0
01

*
*
*

平
日

起
床

時
刻

6:
3
7
(0
:
35
)

6
:2
3
(
0:
3
8)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

<
0.
0
0
1
**
*

<0
.
0
01

*
*
*

平
日

睡
眠

時
間

（
分

/
日

）
4
27
.
3
(7
0
.9
)

4
0
5.
8
(
67
.
1)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

<
0.
0
0
1
**
*

<0
.
0
01

*
*
*

休
日

就
寝

時
刻

2
3:
4
7
(1
:
27
)

2
3
:4
7
(
1:
2
1)

0
.
99
3

0
.4
1
4

0.
1
9
4

<0
.
0
01

*
*
*

休
日

起
床

時
刻

8:
2
8
(1
:
40
)

8
:1
8
(
1:
3
8)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

<
0.
0
0
1
**
*

0
.
1
13

休
日

睡
眠

時
間

（
分

/
日

）
5
05
.
6
(1
0
0.
5
)

5
0
1.
6
(
95
.
3)

0
.
15
2

0
.2
2
1

0.
0
8
1

0
.
0
55

睡
眠

負
債

（
分

）
78
.
3
(9
9
.3
)

9
5.
8
(
93
.
1)

<0
.
00
1
*
*
*

<
0
.0
0
1
*
**

<
0.
0
0
1
**
*

<0
.
0
01

*
*
*

*
：

p
<
0.
0
5，

**
：

p<
0
.0
1
，

*
**
：

p
<
0
.0
0
1．

a
：
学

年
，
性

別
で

調
整
，

b
：

学
年
，

性
別

，
M
V
P
A
時
間

で
調
整

，
c
：
学
年

，
性

別
，
ス

ク
リ
ー

ン
タ

イ
ム
で

調
整

．

表
2
.
 
通

っ
て

い
る

学
校

の
運

営
母

体
に

よ
る

M
V
P
A
時

間
，

ス
ク

リ
ー

ン
タ

イ
ム

，
睡

眠
時

間
，

就
寝

時
刻

，
起

床
時

刻
，

睡
眠

負
債

の
差

（
中

学
生

）

公
立

学
校

（
n
=
2
,
3
3
0
）

国
立

学
校

（
n
=
2
,
7
1
1
）

t
検

定
p
値

共
分

散
分

析

平
均

値
(
標

準
偏

差
)

平
均

値
(
標

準
偏

差
)

M
o
d
e
l
 
1
a

M
o
d
e
l
 
2
b

M
o
d
e
l
 
3
c

p
値

p
値

p
値



22  発育発達研究 第 94 号 2022 年 

Model 2 の共分散分析においても，t 検定

と同様の結果を示した．学年と性別に加

えスクリーンタイムを考慮した Model 3

では調整前と異なり，小学生では公立学

校の小児は国立学校の小児と比較して休

日の起床時刻が有意に早く（推定平均時

刻 7:39 vs. 7:48），中学生では公立学校の

小児は国立学校の小児と比較して休日の

就寝時刻が有意に早かった（推定平均時

刻 23:40 vs. 23:53）．一方，休日の起床時

刻には有意差が認められなかった（推定

平均時刻 8:20 vs. 8:25）． 

次に，通っている学校の運営母体によ

る日中の眠気を有する者の割合の差異を

検討するために，カイ二乗検定，およびロ

ジスティック回帰分析を実施した（表 3，

4）．なお，ロジスティック回帰分析におい

て全ての独立変数の分散拡大係数は 2 を

下回っており，多重共線性の疑いはない

ものと判断した．カイ二乗検定では，国立

学校の小児の方が公立学校の小児よりも

日中の眠気を有する割合が有意に高いこ

とが示された．ロジスティック回帰分析

では，学年と性別を調整した Model 1，学

年と性別に加えて MVPA 時間を調整した

Model 2，学年と性別に加えてスクリーン

タイムを調整した Model 3 のいずれでも，

国立学校に通う小児の日中の眠気を有す

る者のオッズ比は有意に高かった． 

Ⅳ 考察 

本研究は同都市規模で，運営母体の異

なる学校に所在する小児の睡眠習慣の差

異を検討した．その結果，国立学校の小児

の方が公立学校の小児よりも，平日を中

心に，就寝時刻が遅く，起床時刻が早いこ

とによって，睡眠時間が短かった．また，

これらの差は学年や性別を考慮したとし

ても有意性が保持されていた．これらの

結果は，社会経済的地位が高い方が，睡眠

習慣が不良であることを示した国外の思

春期小児を対象とした研究を支持してい

た一方で（Zhang et al., 2010；Jarrin et al., 
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2014；Bapat et al., 2017；Kim et al., 2020），国内の成人を対象とした先行研究とは異なっていた（Kakamu et 

al., 2021）．成人では社会経済的地位が低い方が不良な睡眠習慣を有していることの理由として，仕事や家

庭生活に由来する心理社会的ストレスや不良な食習慣，喫煙，大量の飲酒，運動不足のような生活習慣が

社会経済的地位の低い人に蓄積されていることが挙げられていた（関根，2011）．しかし思春期小児に関し

ては，社会経済的地位が成人とは異なる要因を媒介して，小児の睡眠に影響をしていることが推察される． 

本研究では公立学校と国立学校の睡眠習慣の差異を媒介する可能性のある要因として，MVPA 時間とス

クリーンタイムを調整した．しかしながら，MVPA 時間の調整前後では有意性の変化は生じず，スクリー

ンタイムに関しても公立学校の小児の方が長時間従事しており，国立学校と公立学校の小児の睡眠習慣の

違いを説明する要因であるとは言えなかった．したがって，その他の要因が公立学校と国立学校の小児の

睡眠習慣の差異を説明していることが考えられる． 

その要因の 1 つとしてまず考えられるのが学習塾を中心とした習い事の時間の差異である．3 歳から 18

歳の小児対象に世帯年収の違いによる月の学校外諸活動費の出費額を比較したベネッセ教育総合研究所の

「学校外教育活動に関する調査 2017」（2017）では年収 400 万円未満の家庭と年収 800 万円以上の家庭と

の間に 3 倍以上の差があることを示している．また，その内訳をみてみると，教室学習活動に対する費用

には 4 倍以上の差異が生じていた．したがって，社会経済的地位の高い家庭の小児の多くは学習塾を中心

とした習い事に長時間，従事していることが窺える．また，世帯収入が学習活動時間に影響を及ぼすこと

は，文部科学省が実施する「全国学力・学習状況調査」のデータを基に分析した卯月・末冨（2016）の研究

によって示されている．日本の郊外の高校生 3,833 名を対象として睡眠習慣の予測因子を抽出した研究で

は，短い睡眠時間に対して学外での学習時間の長さが有意に関連したことを明らかにしており（Tagaya et 

al., 2004），社会経済的地位が高い世帯が多いと予想される国立学校に通う小児は，学習塾を中心に習い事

の時間が増幅し，就寝時刻の遅延に影響を及ぼすことで，睡眠時間が圧迫していることが考えられる． 

通学時間の違いも，国立学校と公立学校の睡眠習慣の差異に影響していたと考えられる要因の 1 つであ

る．国立学校にも通学区域は設けられているものの，その範囲は公立学校のそれに比べて広範囲であり，

通学にかかる時間も伴って長くなる．学校への通学時間が女子短期大学生の生活時間に及ぼす影響につい

て明らかにした研究では，通学時間が長くなるにつれて起床時刻が早くなることが明らかになっている（冨

田，1985）．したがって本研究対象の日本の小中学生でも，国立学校に通う小児は公立学校に通う小児より

も通学にかかる時間が長いため，早い時刻に起床していた可能性がある．  

また，本研究ではいずれの校種においても，国立学校に通う小児の方が，平日と休日の睡眠時間の差か

ら算出された睡眠負債が多かった．国立学校に通う小児の方が，平日と休日の睡眠時間の差から算出され

た睡眠負債が多かった．国立学校に通う小児は平日の就寝時刻が遅く起床時刻が早いため睡眠不足に陥っ

ており，蓄積された睡眠負債を解消するため休日に「寝だめ」を生じさせている可能性がある（三島，2016）． 

一方，本研究ではスクリーンタイムの影響を調整した前後で，小学生の休日起床時刻や小中学生の休日

就寝時刻のように，休日の複数の項目で有意性に変化が生じた．また，その際の推定値は，調整前よりも

公立学校の小児の就寝時刻や起床時刻が早く，国立学校の小児の就寝時刻や起床時刻が遅くなっていた．

すなわち，時間の制約が少ない休日を中心に，公立学校の小児はスクリーンタイムが長いことによる睡眠

相後退を，国立学校の小児はスクリーンタイムが短いことによる睡眠相前進を生じさせていることが示唆

された．ブルーライトを夜遅い時間に浴びることは，次の日のメラトニン分泌リズムの位相を後退させる

（Chang et al., 2015）．また，夜型の生活は，覚醒困難から午前中の日照曝露量を減らし，夜型傾向を更に助

長し，朝食欠食や運動不足のような生活習慣から抑うつ，不眠，耐糖能異常のような健康状態にまで影響

を及ぼす（三島，2016）．本研究における公立学校の小児は，国立学校の小児より割合が低いとはいえ，小

学生の約 4 人に 1 人，中学生の約 2.5 人に 1 人が日中の眠気を有していた．したがって，国立学校より良

好な睡眠習慣を有していた公立学校の小児であるが，スクリーンタイムの減少によって，更なる睡眠習慣

の改善が図られる可能性がある． 
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加えて本研究では，睡眠習慣が不良な国立学校の小児が，睡眠習慣が良好な公立学校の小児と比較して

日中の眠気を有していることと有意に関連したことも重要な知見の一つであろう．睡眠が不足していたり，

平日と週末の就寝時刻に 2 時間の違いがあったりする思春期小児では，日中の眠気が増加することを報告

した Walfson and Carskadon（1998）の研究をはじめとして，睡眠習慣が日中の眠気に関連，影響することは

様々な対象で明らかにされている．浅岡ほか（2007）は，このような結果を基にして，「児童・学生におけ

る日中の眠気の主たる原因が慢性的な睡眠不足にあると考えるのが妥当であろう．」と述べており，本研究

においても，国立学校に通う小児は睡眠不足や睡眠習慣の乱れによって多くの割合が日中の眠気を有して

いることが予想される． 

本研究には，3 点の限界が存在する．まず，本研究が横断研究であることが 1 点目の限界である．したが

って，因果関係に関して言及した考察の内容に関しては推察の域を脱することはできない．今後は縦断研

究による因果関係の特定を行う必要がある．次に 2 点目は，本研究では日本国内の学校に対して大規模な

調査を行ったが，一部の対象校の選択は無作為ではなかったことである．すなわち，セレクションバイア

スがかかっている可能性は否定できない．中でも本研究のサンプルには私立の小・中学校が含まれていな

かったため，私立学校に関しては今後検討を行わなければならない．最後に 3 点目は，同都市間の比較を

行うために本研究対象校の中から中都市の学校を抽出したことである．「令和元年度全国体力・運動能力，

運動習慣等調査」（スポーツ庁，2019a；スポーツ庁，2019b）の調査結果によると，小学生，中学生の睡眠

時間は都市から郊外になるにつれて長くなる傾向を示しており，人口密度など地域の都市度が睡眠を含む

健康に影響を与えることが予想される．したがって，中都市以外の学校では結果が異なる可能性がある． 

しかしながらこれらの限界をもってしても，本研究は危機的な睡眠習慣を有する日本の思春期小児にお

いて，国立学校，公立学校に通う小児の睡眠習慣の差異を詳細に明らかにした初めての研究である．また

その結果，成人の先行研究（Kakamu et al., 2021）と異なり，社会経済的地位が高いと予想される国立学校

の小児がいくつかの要因から特に睡眠習慣が不良であることが示された．本研究の知見は，習い事を含む

放課後の生活習慣に関する取り組みを積極的に支援する必要性や，学校の運営母体の違いに応じて始業時

間の遅延のような学校のカリキュラムを工夫する可能性など，発育発達にかかわる研究者や学校現場が小

児の睡眠に対する適切な介入を行うことに対して寄与する研究となりうる． 

Ⅴ 結論 

本研究では，同都市規模間で運営母体の異なる学校に所在する小児の睡眠習慣の差異を明らかにした．

その結果，公立学校に通う小児と比較して国立学校に通う小児の方が，平日を中心に不良な睡眠習慣を有

していることが示された．また，それによって国立学校では睡眠負債が多く日中の眠気を有している小児

が多いことも示唆された．今後は，中都市以外の学校における無作為抽出や，縦断的な検討が求められる． 
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